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令和４年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置状況  

 

選定した特定の事件（監査テーマ）  

「岡山県の中小企業の振興及び支援に関する財務事務の執行及び事業の管理について」 

 

監査の結果等（要約）  措置状況  

第５章  個別事業に対する外部監査の結果及び意見（各論）  

【経営力の強化や活力ある企業の育成】  

１  チャレンジする企業の成長・発展支援  

(1) 中小企業経営革新事業  

【意見１－１】本事業におけるコーディネーターの稼働時間などを可及的に把握する方

策を検討すべきである。  

 

本事業は、委託料の大部分はコーディネー

ターに対する謝金などの人件費であることか

ら、委託料の相当性を明らかにするため、コ

ーディネーターの実際の稼働状況を把握する

ための方策を検討されたい。  

 

 

コーディネーター及び職員の稼働状況

については、定期的に相談対応記録や出

勤簿を確認し、委託料の相当性や積算の

内容の検証を行うこととした。  

なお、令和３年度、令和４年度の稼働状

況を調査した結果、人件費は実際の勤務

時間に応じて支払われていることを確認

した。  

 

(2) 中堅企業への成長支援事業  

【意見１－２】本事業の成果報告において地域経済に対する波及効果に関する検証も盛

り込むことを検討すべきである。  

 

本事業の目的として、地域経済への大きな

波及効果が期待されていることから、県内に

おける雇用が増加したことや県の税収が増加

した等の効果を明らかにすることで事業効果

の検証を図ることを検討すべきである。  

 

 

本事業の地域経済への波及効果を検証

できるよう、委託事業者からの事業完了

報告書に地域経済への波及効果に関する

項目を追加し、報告を求めることとし、そ

の内容を踏まえ、適切な時期に、税収への

影響など、県全体の地域経済への波及効

果の検証を行うこととした。  

 

【意見１－３】本事業の執務状況を把握したうえで、執務内容に応じた委託料を設定する

よう検討すべきである。  

 

本 事 業 の 有 効 性 を 否 定 す る も の で は な い

が、現状の委託料が相当であることを明らか

にしておくために、プロジェクトマネージャ

ー及び専従職員の具体的な稼働状況を完了報

告 書 等 に お い て 明 ら か に し て お く べ き で あ

る。  

 

 

委託事業者からの事業完了報告書にプ

ロジェクトマネージャー及び専従職員の

稼働状況に関する項目を追加し、報告を

求めることとした。  

 

 

 

(4) ＩｏＴ等導入実践研修等事業  
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【意見１－４】講座を実施した場合には、可能な限り、アンケートを回収するよう方策を

検討すべきである。  

 

令和３年度に開催された講座のアンケート

の回収率は必ずしも高いものではない。この

点、新型コロナウイルス感染症の影響でウェ

ブを利用した講座が増加したこともアンケー

ト の 回 収 率 に 影 響 し て い る と 思 わ れ る も の

の、講座の内容の検証のためにも、講座の受

講者に対しては、極力アンケートに回答して

もらえるよう方策を検討すべきである。  

 

 

令和５年度の類似事業について、委託

仕様書にアンケートの回収率の目標値を

記載するとともに、その達成に向けた工

夫を盛り込むよう求めることとした。  

２  企業の経営安定及び持続的発展支援  

 (1) 中小企業支援センター事業  

【意見１－５】パンフレットの効果測定の方策について検討すべきである。  

  

本事業の効果測定は、把握が困難な状況に

あるが、例えば、相談者がどの広告媒体によ

って本事業を把握したか等をアンケート項目

に加えて、アンケートを実施する等の方策を

検討すべきである。  

 

 

年間 2,500 件を超える相談が来る中、そ

の相談者に対し、どの広告媒体によって

本事業を把握したかを確認することは負

担が大きく、アンケート調査を実施する

ことまでは考えていないが、中小企業支

援センター事業の普及啓発に向け、事業

説明会や各種研修会、メールマガジンな

どにより周知を行っている。  

 

(2) 小規模事業支援事業  

【意見１－６】本事業の効率性を明らかにすることを検討すべきである。  

 

岡山県における経営相談事業は、県の予算

に基づいて、中小企業支援センター及び商工

会・商工会議所において実施されており、そ

の補助金は 17 億円をこえる。   

相談事業などについては、棲み分けがなさ

れているとのことであるが、補助金額が相当

であることについては、客観的な検証が必要

と思われることから長期的な対応も含めて、

本事業の効率性の検証について検討をすべき

と考える。  

 

 

 商工会・商工会議所等に対する補助金

額の基礎となる経営指導員の配置につい

ては、国が５年ごとに実施する経済セン

サス活動調査の数値等により見直しを行

っている。また、各商工会等においても支

所等の統廃合や、適正な人員配置に努め

ているところである。  

 

３  円滑な事業承継の推進  

 (1) 事業承継による成長支援事業  

【指摘事項１－１】事業承継を積極的に推進するため、現在の委託事業に加えて、事業

承継を積極的に進める施策を検討すべきである。  
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経営者に対して、事業承継を勧めることは、

当該経営者に対して引退を勧奨する側面もあ

り、信頼関係の構築がない段階において提案

することがはばかられる事情があるものの、

本事業は、事業承継のための磨き上げを目的

とするものであり、本事業によって、事業承

継が促されており、有効性が認められると考

える。   

現状では、本事業によって直ちに事業承継

件数の増加が認められるわけではない。しか

しながら、中小企業の事業承継を促進するこ

とは、岡山県のみならず、日本全体における

喫緊の課題であることを踏まえれば、本事業

にとどまらず、岡山県として、積極的に事業

承継の推進に取り組むことが必要であると考

える。  

 

 

 引き続き、地域経済が持続的に成長・発

展するよう、専門家の派遣等を通じ事業

承継のための企業価値の磨き上げを支援

するとともに、岡山県事業承継ネットワ

ークを活用して関係機関と連携しながら

効果的な事業を実施し、事業承継の支援

に積極的に取り組むこととしている。  

 

 

 

 

【意見１－７】本事業の委託料の方式について、事業承継が積極的に成立するような委

託料の方式の採用を検討すべきである。  

 

本事業は、事業承継の前提として、事業の

磨き上げを行うものであり、直ちに本事業に

よって事業承継の件数が増加するという性質

の事業ではない。   

本事業の目的は、事業承継の促進であり、

事業承継の成立件数は、一つの指標として考

慮せざるを得ず、現状の事業承継の件数は費

用に見合っていないと思われることから、委

託料の方式を検討すべきである。  

 

 

 本事業は、事業承継に向けた企業の磨

き上げを支援するものであり、事業承継

結果は支援の数年後に表れることから、

成立件数と委託料を連動させるような委

託方式の導入は困難と考える。  

 引き続き、岡山県事業承継ネットワー

クを活用した、フォローアップに努め、地

域経済が持続的に成長・発展するよう、事

業承継のための企業価値の磨き上げに取

り組むこととしている。  

 

４  Ｓｏｃｉｅｔｙ５ .０の時代に対応するイノベーションの推進  

(2) 企業と大学の共同研究センター運営事業  

【意見１－８】企業人材育成事業のアンケート回収率を高める方策を検討すべきである。  

 

企業人材育成事業のアンケート回収率は、

50％に満たない。アンケートは事業内容の見

直し等事業の有効性を高めるための有効な手

段となることから、同事業のアンケートの回

収率を高める方策を検討すべきである。  

 

 

アンケート項目の簡素化と受講者に対

する回答の再提出依頼（失念防止）によ

り、回収率が 44.8％から 78.7％に上昇し

た。  

 

 

(3) ＥＶ関連技術対応促進事業  

【意見１－９】セミナーについてアンケートの回答率を向上させる施策を検討すべきで

ある。  

 

より多くの参加者の意見を収集し、改善に

繋げられるようアンケートの回答率を向上さ

せる方策を検討すべきである。  

 

アンケート項目の簡素化と、開始時と

終了前にアンケートの趣旨説明を実施す

ることとした。  
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５  先端技術による地域産業の強化・支援  

(4) 実践的オープンイノベーション促進事業  

【意見１－ 10】技術セミナー及び研究会においてアンケートの回収率を向上することを

検討すべきである。  

 

本事業の技術セミナー及び研究会の効果検

証を実施するにあたっては、アンケートは有

効な手段となり得るうえに、事業が有効であ

ることを示す資料となることから、参加者に

対するアンケートの回収率を現状よりも向上

させる方策を検討すべきである。  

 

 

アンケート項目の簡素化と、開始時と

終了前にアンケートの趣旨説明を実施す

ることとした。  

６  企業を支える産業人材の育成・確保  

(3) ＮＥＸＴものづくり自社ブランド製品創出事業  

【意見１－ 11】おかやまものづくり大学に係るセミナーにおいてアンケートの回収率を

向上することを検討されたい。  

 

本事業のセミナーの内容は満足度が高いも

のの、アンケートの回収率は必ずしも高くな

い。   

令和３年度は、セミナーがオンラインで実

施されており、従来の方式によるアンケート

の取得は困難であるとの事情もあると思われ

るものの、今後セミナーの有効性を客観的に

明らかにするために、アンケートの回収率を

上げることを検討されたい。  

 

 

令和３年度は、セミナーをオンライン

開催したことにより、従来の方式による

アンケートの回収が困難であった。  

アンケートの回収率を向 上するため、

事前にその趣旨を伝え、設問数も必要最

低限とする取組を実施することとした。  

 

 

 

 (6) おかやま就職応援センター事業  

【意見１－ 12】相談者が実際に岡山県へ就職するための施策を検討されたい。  

おかやま就職応援センターに対して一定数

の相談数は認められるものの、実際の就職に

至る件数は必ずしも高くない。   

こうした現状を踏まえ、相談員の採用や相

談者との関係を維持する仕組み等、相談者が

実際に岡山県に就職をするような仕組みを検

討する必要があると考える。  

 

 

 

県内就職者数の向上のために は、セン

ターの認知度向上、登録者数の増加が重

要と考え、関東圏・近畿圏の在住者に向け

て WEB 広告を実施した。  

 また、県内企業の魅力を発信する冊子

「おかやま業界地図 2023 春版」等をセン

ターの各オフィスに設置し、相談時に活

用 す る な ど 様 々 な 働 き か け を 行 っ て い

る。  

 

 (7) おかやまインターンシップ推進事業  

【意見１－ 13】事業効果の検証資料としてインターンシップに参加した学生の意向を把

握するためアンケートの回収率を高める施策を検討すべきである。  
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本事業の目的は、学生に対して企業の魅力

を PR し、県外の学生の還流と県内学生の定着

を促進することにあることから、学生の意向

を把握することは不可欠である。   

各事業に参加した学生の意向を把握するた

め、アンケートの回収率を高める方策を検討

すべきと考える。  

 

 

 アンケート実施時には、アンケートの

趣旨を伝えて協力を依頼するとともに、

対象者に対して回答を促すフォローアッ

プも併せて行うこととした。  

 

(10) 在職者訓練の概要  

【意見１－ 14】在職者訓練の参加者から積極的にアンケート取得することを検討されたい。 

 

在職者訓練においては一定の修了者がある

ことから事業自体には有効性があることは認

められる。   

在職者訓練の内容を充実したものにするた

め、受講者のアンケートは重要な資料である。  

アンケートの実施率が低いことのみをもっ

て 事 業 の 有 効 性 が 否 定 さ れ る わ け で は な い

が、今後の訓練の質の向上のひとつの資料と

するために、アンケートの回収率を高めるこ

とを検討すべきである。  

 

 

 今後の在職者訓練の質の向上のため、

令和５年度からは在職者訓練の全コース

において、受講者に対するアンケート調

査を実施することとした。  

また、アンケートの回収率を高めるた

め、選択式の設問の割合を多くし、受講終

了時その場で記入および提出してもらう

こととした。  

 

 

 

【地域の特性を生かした産業の成長支援】  

２  地域に活力をもたらす新ビジネスの創出支援  

 (2) ベンチャー発掘育成事業  

【意見２－１】創業相談会の内容について再検討すべきである。  

 

相談者が抱える問題に対して十分に対応で

きていない現状があるため、開催方法（ウェ

ブ会議の利用等）や相談担当者の選任等につ

いて検討すべきである。  

 

 

岡山インキュベータ協議会総会におい

て、創業相談会の開催方法について検討

し、ウェブでの相談ブースを追加するこ

ととした。  

また、相談員については、事前予約によ

る相談内容に応じ、日本政策金融公庫、信

用保証組合、中小企業診断士会、産業振興

財団の職員の中から専門性を考慮して選

任しており、引き続き、相談者の課題解決

を支援できるよう努める。  

 

【意見２－２】コーディネーターの活動報告の在り方等事業検証方法について検討すべ

きである。  

 

現状のコーディネーターの活動報告では、

コーディネーターの具体的活動内容を把握す

ることが困難であるため、コーディネーター

の活動報告の在り方を検討すべきである。  

 

 

 コーディネーターの活動内容を詳細に

把握するため、活動報告書に勤務日時を

記載することとした。  
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【意見２－３】首都圏や関西圏のベンチャーキャピタルや投資家との意見交換会は積極

的に開催すべきである。  

 

首都圏や関西圏のベンチャーキャピタルや

投資家に対して、県内のベンチャー企業が情

報提供することができない状態は、本事業の

事業効果を低減させることは明らかである。   

こうしたことからウェブ会議による実施も

含め、岡山県として首都圏や関西圏のベンチ

ャーキャピタルや投資家と積極的に意見交換

を実施すべきである。  

 

 

 ベンチャーマーケット開催前に首都圏

のベンチャーキャピタルとの意見交換会

を実施予定である。今後は、積極的に意見

交換会を実施することとしている。  

 

 

【販路開拓の促進】  

１  地域特性を生かしたマーケティング戦略の推進  

 (1) 岡山フードバレー推進事業  

【意見３－１】本事業における委託業務の内容の詳細や経済的効果を把握することを検

討すべきである。  

 

本事業には有効性が認められるものの、費

用対効果を検証するに当たっては、委託業務

に費やされた時間や成約によって生じる経済

的効果を把握することが不可欠である。   

特に、本事業の委託料は 1,567 万 7,979 円

と高額であるため、このような委託料を支払

う合理性については、検証が必須であると考

える。   

こうしたことから本事業の業務がどの程度

の労力を伴うものであるか又は本事業によっ

て、岡山県又は県民にどのような経済的効果

がもたらされたのかを定量的に把握すること

を検討すべきである。  

 

 

岡 山 フ ー ド バ レ ー 推 進 事 業 に つ い て

は、年度末に受託者である岡山県中小企

業団体中央会から事業実績報告書を徴取

し、コーディネーターの活動状況等を確

認している。  

＜ R4 の例＞  

・訪問相談対応：延べ 760 件 (２名の計 ) 

・販路等の斡旋： 222 件 ( 〃  、うち  

成約 118 件 ) 

 また、スーパーマーケットトレードシ

ョーへの出展をきっかけとする成約額を

調査したところ、経費を大きく上回る効

果を上げていることが確認できた。  

 今後も同様の調査を定期的に実施し、

事業効果の把握に努める。  

 

(2) 首都圏アンテナショップ事業  

【意見３－２】アンテナショップ相談員の選定プロセスを見直すことを検討すべきである。 

 

アンテナショップの相談員の応募は、岡山

県のホームページに掲載されているのみであ

り、アンテナショップの所在が東京都内であ

ることを踏まえると、広く優秀な人材を募集

するには、岡山県のホームページのみでは不

十分であると考える。   

本事業を有効なものとするには、専門相談

員の役割は重要であり、応募方法をハローワ

ークや民間のサービスを利用するなどして、

専門相談員は、岡山県出身者又は岡山県に居

住したことがある等岡山県に所縁のある人材

 

 次回、相談員を募集する際には、意見を

踏まえ、選定プロセスを検討する。  
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を含め広く募集した上で、専門相談員として、

岡山県の見どころを伝えるにふさわしい知識

があるかについて、応募要件を課すか試験を

実施するなどすべきである。   

なお、募集媒体を見直し、多様な人材の応

募を募ることで、岡山県に縁のある人物を採

用することも可能となると思われる。  

 

【意見３－３】本事業には、多額の公金が投入されていることから、事業の効率性につい

てさらに検討をすべきである。  

 

現在の店舗賃貸借契約及び店舗運営業務委

託契約の期間が令和５年度末に迫っており、

岡山県では、関係者の意見や８年間の実績を

踏まえ、現在の店舗で鳥取県との共同運営を

続ける方向で検討を進めている。   

首都圏アンテナショップの設置目的は、県

産品の PR のほか、販路開拓、観光、移住等に

関する首都圏での総合的な情報受発信拠点で

あるが、新型コロナウイルス感染症により生

じた社会の変化を踏まえ、インターネット販

売の充実等、更なる効果的・効率的な運営が

期待できる要素があるのではないかと考えら

れる。   

いずれにしても、コストとベネフィットの

観点から、県の実質負担を減らせるよう、多

角的な検討を要すると考える。  

 

 

アンテナショップは、本県の認知度向

上とブランドイメージ確立のため、物販

だけにとどまらず、観光誘客や移住の促

進、県産品の販路拡大等に向けた情報受

発信拠点として設置しており、令和４年

度の実績は入館者数 402,341 人、インター

ネット販売等を含む売上額 423,358 千円、

観光等相談件数 850 件、移住・しごと相談

件数 509 件、催事スペース等でのイベント

等開催日数 188 日、テレビ、新聞等でのマ

スコミ露出件数 319 件と前年度を上回っ

た。  

県産品の売上で維持費をすべて賄える

とは考えていないが、安定運営のために

は、売上は重要な要素であることから、５

月から実施している運営事業者の公募に

あたっては、コロナ禍で開始した公式オ

ンラインショップ（インターネット販売）

を仕様上必須にしたほか、売上増に資す

るインバウンド対応を審査基準上重視す

るなど、より効果的な運営ができるよう

機能の見直しをしている。  

 

(3) 首都圏県産品プロモーション事業  

【意見３－４】本事業の有効性の検証方法について検討すべきである。  

 

岡山県の PR を通じて、産業振興を図るため

には、PR 活動によって実際に岡山県の特産品

の販売が増加した等の効果があったことが明

らかにされる必要があると考える。   

この点について、アンテナショップを活用

したマーケティング＆プロモーション事業の

プロモーションについては、県産品の認知度

向上を目的としていることから、効果として

リーチ数を把握している。加えて、首都圏イ

ンフルエンサーの意見を反映した POP 制作を

行い、その効果を検証している。   

東京オリンピック・パラリンピック開催に

合わせた県産品等消費拡大キャンペーン事業

及びももてなし家県産品フェア開催事業にお

 

ももてなし家県産品フェア開催業務で

は、お客様から伺った意見を業務完了報

告書で確認しているところであり、令和

５年度においても継続していきたいと考

えている。また、毎週開催している物販・

飲食店舗の店長と運営協議会事務局との

意見交換の場においても、開催中のフェ

アについてのお客様の反応について報告

してもらい、事業効果を確認するように

している。  
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いては、県産品の販売や県産品を活用したメ

ニューを販売しており、販売実績を把握して

いる。   

こうした検証方法に加え、例えば、岡山県

の特産品を購入した方に購入した経緯等をア

ンケートすることによっても、本事業の効果

検証が可能となると思われる。   

このように、本事業によって、岡山県の産

業振興についていかなる効果があるのかをよ

り 効 果 的 に 検 証 す る 方 法 を 検 討 す べ き で あ

る。  

 

 

 

(5) ＮＥＸＴものづくり自社ブランド製品創出事業  

【意見３－５】本事業に新製品開発のフォローアップをすることについて検討すべきで

ある。  

 

本事業によって複数の会社が新製品の開発

に至っているものの、新製品の開発を中断し

たり、再検討する会社も同様に存在している。  

現状では、会社が新製品の開発に至らない

原因等について、十分ではないことから、新

製品の開発数を向上させるために、専門家の

派遣等新製品の開発に関するフォローアップ

を実施することを検討すべきと考える。  

 

 

新製品開発を中断した事例を調査した

ところ、商品開発に決定権のある者が参

加していなかったため、最後の段階で製

品化に至らなかった事例が多数あること

がわかった。  

（開発中断した７社中５社が該当する）  

今後は、決定権を持つ者が事業に参加

するよう、広報活動に努める。  

 

【意見３－６】ものづくりデザイン活用セミナーのアンケートの回答率を高める方策を

検討すべきである。  

 

ものづくりデザイン活用セミナーの満足度

や将来の改善を検討するためには、アンケー

トは有効な情報収集手段であることから、そ

の回答率を高めることが望ましい。   

したがって、本事業のアンケートの回答率

を高める方策を検討すべきと考える。   

 

 

参加者 50 名中、回答者 34 名であった。 

 WEB 開催のため、回答方法等が分かりづ

らかったのではないかと推測される。  

 今後は、簡単な回答方法を示すととも

に、アンケートの趣旨を最初に伝え、設問

数を減らす等の工夫を行い、回答率を高

める努力をすることとしたい。  

 

【資金調達の円滑化】  

２  設備導入の促進  

(1) 創業・経営革新等設備貸与（新設備貸与）資金貸付制度  

【意見４－１】貸与先決定を審査する審査委員会において、その判断プロセスが分かる議

事録を作成・保管することを検討すべきである。  

 

貸与先決定のプロセスにおいて、審査委員

会の構成員として岡山県も加わっているもの

の、議事録等その判断プロセスが残されてお

らず、どのような判断で意思決定がなされた

か不明である。   

損失補償のリスクを負っていることから、

岡山県も貸与決定プロセスにおいて積極的な

 

 設備貸与の審査会に関しては、担当者

及び経営支援課の審査委員からの疑義や

意見等に関するやり取りを記録するとと

もに、より明確に判断プロセスについて

も明記した上で、課内共有及び保管を行

うこととした。  
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関与が必要であり、その中でどのような判断

をしたかより丁寧な記録を残すことを検討す

べきである。  

 

【意見４－２】リース契約は低調であり、利用を促進するための方法を検討されたい。  

 

令和２年度以降、新型コロナウイルス感染

症の影響により、中小企業の設備投資が低迷

したことに加え、極めて多くの中小企業は、

３年間実質無利子・無担保の融資いわゆる「ゼ

ロゼロ融資」によって資金繰りを行ってきた

ことにより、設備貸与事業の申込み自体が低

調になっている大きな要因であると県では分

析しているが、状況に応じて制度の利用促進

を図るよう検討する必要がある。   

リース契約においては、一般的に、リース

期間満了後、借り手がオプション行使により

所有権を移転することができる契約形態もあ

る。   

このように、リース期間満了後の借り手の

オプションを明示することなども、制度利用

を促進するための一つの方法として検討され

たい。  

 

 

 設備貸与事業を利用する中小企業に対

して、リースという選択肢も検討しても

らえるよう、リースのメリットなどを分

か り や す く 示 し た リ ー フ レ ッ ト を 作 成

し、企業からの相談時等に活用している。 

(2) 新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付制度  

【意見４－３】貸与先決定を審査する審査委員会において、その判断プロセスが分かる議

事録を作成・保管することを検討すべきである。  

 

貸与先決定のプロセスにおいて、審査委員

会の構成員として岡山県も加わっているもの

の、議事録等その判断プロセスが残されてお

らず、どのような判断で意思決定がなされた

か不明である。   

損失補償のリスクを負っていることから、

岡山県も貸与決定プロセスにおいて積極的な

関与が必要であり、その中でどのような判断

をしたか明確に記録として残すべきである。  

 

 

設備貸与の審査会に関しては、担当者

及び経営支援課の審査委員からの疑義や

意見等に関するやり取りを記録するとと

もに、より明確に判断プロセスについて

も明記した上で、課内共有及び保管を行

うこととした。  

 

 

 

 

【意見４－４】リース契約は低調であり、利用を促進するための方法を検討されたい。  

 

令和２年度以降、新型コロナウイルス感染

症の影響により、中小企業の設備投資が低迷

したことに加え、極めて多くの中小企業は、

３年間実質無利子・無担保の融資いわゆる「ゼ

ロゼロ融資」によって資金繰りを行ってきた

ことにより、設備貸与事業の申込み自体が低

調になっている大きな要因であると県では分

析しているが、状況に応じて制度の利用促進

を図るよう検討する必要がある。   

リース契約においては、一般的に、リース

 

 設備貸与事業を利用する中小企業に対

して、リースという選択肢も検討しても

らえるよう、リースのメリットなどを分

か り や す く 示 し た リ ー フ レ ッ ト を 作 成

し、企業からの相談時等に活用している。 
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期間満了後、借り手がオプション行使により

所有権を移転することができる契約形態もあ

る。   

このように、リース期間満了後の借り手の

オプションを明示することなども、制度利用

を促進するための一つの方法として検討され

たい。  

 

【新しい働き方の推進】  

１  意欲や能力に応じて活躍できる職場環境づくりの促進  

 (1) 健康経営推進事業  

【指摘事項５－１】専門家派遣について、派遣先企業にアンケート調査を実施すべきである。 

 

専門家の派遣について、その事業の有効性

の評価は、派遣先の企業が当該専門家派遣を

受けて、その後の事業にどのように活用する

ことができるか、専門家の業務が派遣を受け

た企業のニーズを満たしているかなどを確か

めることによって行うことができるが、派遣

先企業からのアンケートはとっていない。   

専門家派遣報告書による専門家の報告書は

存在するが、当該報告書はあくまでも専門家

の目線で作成されたものであり、派遣先企業

にとって、当該事業が有益なものであったか

は判断できない。   

派遣先企業は、専門家に来社してもらい、

無料で相談ができることから、アンケート調

査は必須にすべきであり、そのアンケート調

査を本事業の評価に活用するべきである。  

 

 

当該事業による専門家派遣やセミナー

の開催等の取組により、国が認定する健

康経営優良法人の１万社当たりの数が全

国１位になるなど、一定の成果が得られ

たことから、当該事業は令和３年度に終

了したが、今後同様の事業を実施する場

合は、より適切な効果検証を行うことと

する。  

【意見５－１】セミナー受講者からのアンケートの回答率を上げる工夫をすべきである。 

 

岡 山 県 が 公 費 を 使 っ て 開 催 す る セ ミ ナ ー

で、参加者は受講料無料で参加しているので

あるから、できる限りアンケートの回答をし

てもらえるような工夫をすべきである。   

現状においても、アンケート結果を踏まえ

て事業の有効性を評価し、次年度以降の参考

情報として活用しているとのことであるが、

より多くのアンケート回答に基づき行うこと

が望ましい。  

 

 

 当該事業による専門家派遣やセミナー

の開催等の取組により、国が認定する健

康経営優良法人の１万社当たりの数が全

国１位になるなど、一定の成果が得られ

たことから、当該事業は令和３年度に終

了したが、今後同様の事業を実施する場

合は、より適切な効果検証を行うことと

する。  

 (2) 働き方改革推進フォーラム事業  

【意見５－２】セミナー受講者からのアンケートの回答率を高め、アンケート結果を本事

業の評価の参考情報として活用し、次年度以降の事業に役立てるべきである。  

 

本セミナーのアンケートの回答率は 49％

である。多額の公費をかけて開催したフォー

ラムで、参加者は無料で受講できるのである

 

セミナー開始前、休憩時間及び終了後

にアンケート記入を促すアナウンスを丁

寧に行った。アンケートの回収率を高め
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からできる限りアンケートの回答をしてもら

えるような工夫をすべきである。回答率が半

分程度では、本事業の有効性評価は十分に行

うことはできない。  

特に、本事業での講師への謝金が妥当であ

ることを明らかにするためには、アンケート

調査により参加者からの反応がコストに見合

うものかどうかを証明する必要がある。  

現状のアンケートの回答率が 50％にも満

たない程度では、それが果たされていないと

思われることから、回収率を向上させること

を検討すべきである。  

 

るため、回答しやすい設問（設問数の削

除、選択肢の設問の増）とする見直しを行

った。  

 

 

 

(3) テレワーク等導入支援事業  

【意見５－３】参加企業を想定した紹介企業の選定をするなど内容について検討をすべ

きである。  

 

本事業は、テレワーク導入セミナーとして、

テレワークの普及を図るため、テレワークを

導入したい中小企業等に対して、成果を上げ

ている先進企業を紹介するものであるが、ア

ンケート調査の結果からも、受講した中小企

業との規模感・レベル感のミスマッチから、

参加企業の聞きたい内容とはかなりズレがあ

ったように思われる。  

本来の事業の目的にある岡山県内の中小企

業等の先進事例を多く紹介できるようなセミ

ナーの方が、参加企業はより実務に有益な情

報を入手することができると思われる。  

また、中小企業と一言で言っても規模感は

様々であり、参加企業の規模感・レベル感に

よって、実務レベルで聞きたい内容も大きく

異なると思われるため、参加企業側のニーズ

を汲み取るためにも、より高いアンケート回

答率が必要である。  

 

 

 今後、同様の事業を実施する際は、参加

企業の規模を見極め、同程度の企業から

事例を紹介してもらう等、セミナーの内

容を精査する。  

 また、アンケートの回収率を高めるた

め、回答しやすい設問（選択肢の設問を増

やす等）とするよう見直しを行う。  

 

 

 

 

 

  

(5) 労働教育講座開催事業  

【意見５－４】セミナー受講者からのアンケートの回答率を上げる工夫をすべきである。 

 

岡 山 県 が 公 費 を 使 っ て 開 催 す る セ ミ ナ ー

で、参加者は受講料無料で参加していること

から、できる限りアンケートの回答をしても

らえるような工夫をすべきである。   

現状においても、アンケート結果を踏まえ

て事業の有効性を評価し、次年度以降の参考

情報として活用しているとのことであるが、

より多くのアンケート回答に基づき行うこと

が望ましい。  

 

 

 セミナー開始前及び終了後にアンケー

ト 記 入 を 促 す ア ナ ウ ン ス を 丁 寧 に 行 っ

た。アンケートの回収率を高めるため、回

答しやすい設問（選択肢中心）とした。  

 

 

 

(6) 高齢者生涯現役就業促進事業  



- 12 - 

 

【意見５－５】本事業のテーマの重要性に鑑み、有効性が高まるよう、開催方法を再検討

すべきである。  

 

出前講座を受講した企業からのアンケート

においては、一定の評価は得ていたものの、

当年度の開催状況を鑑みると、事業の有効性

が高いとは言い難い。   

シニアの雇用促進という、非常に重要なテ

ーマであることから、事業の開催方法を再検

討する必要がある。  

 

 

 令和５年度から、多くの企業に受講機

会を持ってもらえるよう、出前形式での

実施ではなく、オンデマンド配信による

セミナーを実施した。  

【意見５－６】フォーラム受講者からのアンケートの回答を上げる工夫をすべきである。 

 

岡山県が公費を使って開催するフォーラム

で、参加者は受講料無料で参加していること

から、できる限りアンケートの回答をしても

らえるような工夫をすべきである。   

現状においても、アンケート結果を踏まえ

て事業の有効性を評価し、次年度以降の参考

情報として活用しているとのことであるが、

より多くのアンケート回答に基づき行うこと

が望ましい。  

 

 

 フォーラム開始前及び終了後にアンケ

ート記入を促すアナウンスを実施し、ア

ンケートの回収率を高めるため、設問の

見直し（設問項目の削減、設問項目の簡素

化）を行った。  

 

 

【事業継続力の強化】  

１  新型コロナウイルス感染症の影響等からの復活  

 (1) 中小企業ＢＣＰ（事業継続計画）推進事業  

【意見６－１】セミナー受講者からのアンケートの回答率を上げる工夫をすべきである。 

 

岡 山 県 が 公 費 を 使 っ て 開 催 す る セ ミ ナ ー

で、参加者は受講料無料で参加していること

から、できる限りアンケートの回答をしても

らえるような工夫をすべきである。   

現状においても、アンケート結果を踏まえ

て事業の有効性を評価し、次年度以降の参考

情報として活用しているとのことであるが、

より多くのアンケート回答に基づき行うこと

が望ましい。   

 

 

オンライン形式で開催する場合は、開

会前及び閉会後にアンケートの入力につ

いて、モニターへの表示やアナウンスを

実施する取組を行うなど、引き続き、工夫

を凝らしながら、回収率の向上に努めた

い。  

(3) 経営革新計画によるデジタル化推進事業  

【指摘事項６－１】審査員が審査を辞退しなければならない場合の客観的基準を設定す

べきである。  

 

審 査 員 が 申 請 者 と 個 人 的 な 利 害 関 係 が あ

り、審査員として適切でない場合には、審査

員本人の申し出により審査を辞退することが

あるとのことである。   

このことについて、どのような場合には特

別な利害関係があり審査ができないかについ

 

当該補助事業は令和３年度に終了した

が、今後同様の事業を実施する場合は、利

害関係者に該当する基準及びチェック方

法について明確化することとする。   
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ての明確な基準はなく、本人の申し出という

非常に曖昧、かつ、主観的な判断基準に委ね

られている。   

多額の補助金の交付に関与する審査員であ

ることから、特別な利害関係を有するものと

して、審査を辞退しなければならない明確な

基準を作成し、申請者毎に当該判定シートに

基づき、審査員は利害関係の有無をチェック

すべきである。  

 

【意見６－２】本事業の補助金支給の要件を検討すべきである。  

 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて

いることが補助金申請要件となっているが、

具体的な要件を見る限り、新型コロナウイル

ス感染症の影響を受けていなくても形式的に

要件を満たすケースが多く想定されることか

ら、形式面だけでなく実質面で判定できるよ

うな要件の検討が必要である。  

 

 

 当該補助事業は令和３年度に終了した

が、申請の前提要件である経営革新計画

の承認にあたって事業者へのヒアリング

を実施しており、その過程で新型コロナ

ウイルス感染症の影響について実質面に

おける判断も行っていたところである。  

【意見６－３】審査員の評価基準が客観的なものであるか及びその評価基準に基づく各

審査員の評価の方法が適切か再検討されたい。  

 

審査員は３名で、それぞれの評価点を平均

して決定することとなっており、特定の審査

員のみの判断にはよらない。  

また、審査にあたっては、審査の基準が設

定されており、制度上、全くの主観によらな

いものとなっているにもかかわらず、審査結

果を見ると、審査員によって同一申請者に対

する採点に大きな差異が生じているケースが

ある。  

審 査 員 各 人 が 持 つ 経 験 や 知 見 は 異 な る た

め、採点にある程度バラつきがあるのは当然

であるが、評価結果にバラつきがありすぎる。  

これを是正するためには、なぜこれほどの

評価のバラつきが出るのかについて、以下の

点について再検討されたい。   

・評価基準自体が適切であるか   

・評価基準に基づく各審査員の評価方法が

適切であるか   

当該補助金の支給の要否によって、申請者

の 今 後 の 事 業 計 画 に 大 き な 影 響 を 与 え る な

ど、審査員一人一人がもつ影響力の大きさを

再認識すべきである。  

 

 

 当該補助事業は令和３年度に終了した

が、申請者の事業内容・業界動向・デジタ

ル化の効果等に関して様々な観点から判

断を行うため、複数の審査員に対して採

点を依頼していたところである。  

 評価に大きな差異が生じたケースにつ

いては、本補助金の趣旨に照らした際に、

交付先として不適切だとまで考えられる

事業者はいないことなどについて各審査

員に確認済みとなっている。  

(4) デジタル化推進による生産性向上推進事業  

【指摘事項６－２】審査員が審査を辞退しなければならない場合の客観的基準を設定す

べきである。  
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審 査 員 が 申 請 者 と 個 人 的 な 利 害 関 係 が あ

り、審査員として適切でない場合には、審査

員本人の申し出により審査を辞退することが

あるとのことである。   

このことについて、どのような場合には特

別な利害関係があり審査ができないかについ

ての明確な基準はなく、本人の申し出という

非常に曖昧、かつ、主観的な判断基準に委ね

られている。   

多額の補助金の交付に関与する審査員であ

ることから、特別な利害関係を有するものと

して、審査を辞退しなければならない明確な

基準を作成し、申請者毎に当該判定シートに

基づき、審査員は利害関係の有無をチェック

すべきである。  

 

 

当該補助事業は令和３年度に終了した

が、今後同様の事業を実施する場合は、利

害関係者に該当する基準及びチェック方

法について明確化することとする。  

 


